
京都市右京区西院溝崎町21

第 3号 様式 (第15条関係)

注 1

事 業 者 排 出 量 削 減 報 告

該当する0に は  レ 印を記入してください。特定専業者以外の事業者の方fまレ印の記入は不要でキ

1基準年度Jと ,i計画期FF3の前年度を  「 目標年度Jと は計画期間の最終年度を  r報 告年度Jと は計画期FD5の)ち  今 回転告の結察となる年度をいいます。

「事策所年排出区分Jと lI京都府内の事業所得の事業活動のためのエネルギ
ーの使用に伴い発生する逮室効果ガスを  「輸送再両排出区分Jと は自動暮通送車業者については使用の本処の位

置をだ都府内とする車両の排出する渡蜜効果ガスを 銭 遺車業者については保有する費物革両又は旅容車両の排出する還盛効果ガスを  「その他排出区分Jと は上記以外の京柳,内 にお''5

事養所年の事業活動に伴い発生する還室効果/ス をいいます。

「その社の地球温暖化対策によるlR雲勿来/ス の高J減量等」の実績については 計 画期間中の実絃の緊8fを記入してください。
(例)グ ワーシ電力の購入によるIE盛効果ガスの制滅実績が 18年 度 Sト ンで10年庚10トンの場合 ■ 9年度の線告書の実練については 13年 度と19年 度の実績を黒計し16トンと記入

「特紀事項jに は 平 成 2年度 (1990年 度)を 基準とした排出との対比やエネルギ
ー原単位∞o排出畳 省 エネ製品開発など他者の温室効果ガス排出削減への質献 グ ワ

ーン調達の採

用 特 定フすンなどの条例指定外の還笙効果/ス の肖J滅などを記入してください。

1

特定事栞者の

主たる業種 体 電 子部品の製造、販売

該当する事業
者要件

影

　

Ｆ

　

ロ

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規棋エネルギ
ー使用事業者 (原油に換算して11500キロリットル以上))

京都府地球温暖化対策条例施行規員」第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又はバス100台以上/タ クシ
ー150台

以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10粂第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事業者 (二酸化炭素に換算して3)000ト
ン以 上) )

計 画 期 度 平成  18 年 月 ～  平 成   20 年 3 月

基 本 方 剣 エネルキt消 費によるC02排出量は工約レギギ肖費効率の改善により原単位で年率跡の削減、

及びPFC等の温室効果ガス排出量は除害装置の設置や代替ガスにより総量で年率1軌の削減

推 進 体 机 社内の省エネルギー専門部会と地球温暖化'・ス専門部会により具体的な実施計画を作成し、
社内展開をはかり、環境保全対策専門委員会で毎月その進捗を確認。

貝
湘

置中申帥
年
体
及

年度 設備、対象、工程等 措 置  内  容

18～ 19 製造部門 生産設備の冷却水温度を20℃から32℃に変更し、エネタレギ
ー削減 (<18>48011削 減)

18 製造部門 生産設備毎にPFCノス除害装置を設置しリト出量を肖ど減 (<18>312%削 減)

18～ 19 製造部門 温暖化係数の小さいPFCガス (C3F6)の 評価と導入 (<18>中 断)

山軍 効 果 ガ ス

の 排 出 窒 等 排出区分
基準牛慎 く英積,
(17)年 度

く二酸化換索換年 (1))

日瞬 牛 反 (計 田 ,

(19)年 度

(二部 ヒ炭素換算 (1)
畔調的

報宙午慶 (実頑リ

(18)年 度
(二酸化炭兼換算 (1))

咋軸∽A事 業所等排出区分 49,323 t 51,875 , 52% 52,712 t 69%

B輸 送車両排出区分 t t % t %

Cそ の他排出区分 86,290 t 53,343 ↓ -3S2% 59,425 t - 3 1 2 %

排出合計 135,613 t 105,218 ↓ -224% 4                             112,137 t ヨ173%

その他の地蒸
温暖化対策に

よる温室/~2果

ガスの肖嚇 量
等

対策等の区分
目標年度 (計画) 報告年度 (実績)

取t■宝等 (二酸化炭素換算 (t 取trl登字

森林の保全及び整備 く整備面積 (吸収逮) t (整備面積i ha (吸収鋤 t

府内産の木材の利用 ( 利用曇) (肖J滋量) t 〈利用量) (HJ滅登) t

自然エネルギーを利用した
電力又は熱の供給

(亮電量) kvh (削減工) t (発電重) (目J減量) t

(熱供給室 6」 (肖J渡斌) t (神供給重i C」 (削減景) t

グツーン電力の購入 (購入曇) k,h (削減重〉 t (蜂入■) 74 000 【 wh (削接量) 23 t

削減量等合計 t 28 t

差引排出畳

(排出合計―削減年合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 肖J減率 (計画〉 報告年度 (実績) 削減韓 く英bll

1       135す613 t I10(●3)   105,218 t -2み年% て"〉146)                       112,109 t _173%

唇 記 事 項 弊社では、エネルギー消!
PFC等の温室効果ガス排ど
2006年度は、受注減によ
1998年にIS014001EllSを津
声ストラリアに1000haの植林落

部 暑

費による002排出量は1990年を基準とし、'
1量は1995年を基準として総量で2010年に
る生産量低下で原単位が悪化した。 (<1
;入以降、あらゆる省エネ活動を全社展開ヰ
:展開中。

車単位で2010年に25%以 上削減、
10%以 上削減している。
7>575C02t/千 枚→<18>945C02t/千 枝 :164%)

、さらにクれウヽ
車
ルなC02吸収対策として

遷  お  究

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

ファクシ ミ ツ番号


